
    本　文 2022年度税制改正に対する意見
  付属資料 税制改正の基本的見
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�… 研究開発投資のうちîあたり、電子申告環
境の抜本的改善、事務負担軽減に向けた配慮
をすべき。
②申告調整事務については、会計基準と税法基準
の差異を解消することにより事務負担の軽減が
図られるべき。

脱炭素社会の推進に資する
税制の整備

（１）脱炭素化社会に向けた環境整備
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